
【主な課題】
○ 東北地方太平洋沖地震発生時においては、サプライチェーンの途絶により企業の生産活動に大きな支障が生じた。首

都地域には、企業の本社等が集中することから、被災による事業活動への影響は極めて大きいものとなるが、首都直下
地震の対象地域において、企業の事業継続計画の策定率は、約４割に留まっている。

○ 首都地域には、膨大な人口が集中し、企業による財やサービスの提供により、経済社会活動が支えられており、これら
が停止した場合の影響は甚大である。

【主な論点】
１．企業等における事業継続の充実・強化のための方策

○ 企業等における事業継続計画の策定推進のためのインセンティブ
○ 企業等における事業継続計画の評価の仕組み
○ 企業の本社機能等の維持方策
○ 事業継続のためのライフラインの確保方策
○ 事業継続のための備蓄の推進方策

２．サプライチェーンの確保の在り方
○ 震災時の情報通信手段の確保方策
○ サプライチェーンの確保のための製造、配送、販売における対応方策
○ 自社以外の業務停止の影響の低減方策

３．重要な金融決済機能等の確保方策の在り方
○ 金融決済機能の確保策
○ 各種市場の機能確保策

４．災害時の企業活動による支援を円滑に進める方策
○ 規制等の運用の在り方
○ 支援物資の輸送、配送の円滑化

５．企業による社会貢献の在り方
○ 震災時の帰宅困難者対策の推進方策
○ 社員のボランティア活動等の推進方策
○ 企業、自主防災組織、地域団体等が連携した地域の防災力向上の推進方策

首都の経済機能を支える企業防災力の向上に関する主な論点
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東日本大震災の企業への影響

輸出額（前年比） （被災地域の税関支署・出張所）

平成23年3月 ▲35.0％
平成23年4月 ▲71.7％

出典：経済産業省「被災地域に所在する港からの輸出状況について」

製造業生産水準 （鉱工業生産指数、2005年＝100）

平成23年2月1日～3月10日 99.7
平成23年3月11日～3月31日 47.2

出典：経済産業研究所「東日本大震災の経済的影響」

小売店販売額 （被災地域、前年同月比、平成23年3月）

大型小売店 ▲22.5％
コンビニエンスストア ▲17.2％
出典：経済産業省 平成２３年９月分商業動態統計調査「【トピックス：グラフでみる

東北地方】大型小売店、コンビニエンスストアへの影響について」

出典：国土交通省国土政策局「東京圏の
中枢機能のバックアップの検討
に係る背景及び現状」、東京圏
の中枢機能のバックアップに関
する検討会（第１回）資料

東京圏 東京圏以外

東京圏 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県

4,040 100 88 3,568 284 
出典：国税庁「統計年報（平成２２年度版）」４法人税（３）都道府県別の普通法人数

• 資本金10億円以上の大企業本社・本店（平成22年度）

首都地域における企業の中枢機能の集中

首都直下地震に備えたＢＣＰの策定状況
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出典：事業継続計画策定・運用促進方策に関する検討会（第12回）資料２

調査対象：「大企業」、「中堅企業」及びこれらを除く「資本金5千万円以上の企業」に該当
する企業（回答数1,634社：平成23年度） ※津波被災地域および放射能汚染による避
難地域に本社が存在する企業を除く

※首都直下地震（東京湾北部地震）に備えてBCPを策定している企業の割合

首都地域の膨大な人口や経済社会活動を支える財やサービス

■金融決済機能（全国銀行データ通信システム）

• （１ヶ月あたり）約1億件・220兆円を取扱い（平成24年11月）
出典：全国銀行資金決済ネットワークHP「全銀システム運用状況報告（平成24年11月）」

■東京圏における燃料の消費、生産量
• 東京圏における石油製品（燃料油）販売量

約460万ｋｌ/月（日平均14.8万ｋｌ/日） ： 全国（約1,531万ｋｌ/月）の約30％
※燃料油：揮発油,ナフサ,ジェット燃料油,灯油,軽油,重油

出典：石油連盟「都道府県別石油製品販売実績（平成24年10月速報）」

出典：東京都交通局「2011経営レポート」、東京メトロ「有価証券報告書」

■大量の地下鉄利用者

• 1日あたり約878万人が乗車（ピーク時は7:30～8:30）

■東京圏における商品販売額（スーパー）

• 飲食料品：1,911億円（全国6,866億円の約28％）
• 衣料品：248億円（同932億円の約27％）

出典：経済産業省「商業販売統計速報（平成24年9月）」付表2
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